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1. はじめに 
耐震改修促進法の施行後、全国で耐震診断が精力的に実施

され、その診断結果がデータベース化されている。耐震診断

は建物の耐震性能を評価する有効な手法の一つである。一方

で、兵庫県南部地震において、設計での想定を上回るレベル

の地震動が観測されたにも関わらず、特に低層RC造建物の被
害が少なかったことが指摘され、実建物の耐震性能を十分に

評価できていないのが現状である。このような状況を踏まえ、

筆者らは耐震診断結果を利用し、被害と整合する低層RC造校

舎の地震応答解析モデルを作成する。その上で、兵庫県南部

地震における被害と比較し、本モデルの妥当性を検証してき

た1）。この内、（その 1）では、愛知県の耐震診断データベー

スを用いて、典型的な低層RC造校舎の地震応答解析モデルを

作成する。なお、以前の方法1）との大きな違いは、復元力特

性に耐力低下を考慮した点、地震応答解析モデルを作成する

上で、建物の余力を見直した点である。 

2. 地震応答解析モデル 
愛知県の耐震診断データベースおよびその図面調査により

抽出した典型的な低層RC造校舎の概要1）を、図 1 に示す。地

震応答解析モデルを作成する上で、ここでは腰壁・垂壁・ス

ラブの耐力に加え、安全側の評価として通常設計では考慮し

ていない事項を考慮し、静的弾塑性解析を行う。 

2.1 建物の余力 
安全側の評価として通常設計では考慮していない事項とは、

①設計に用いるコンクリート強度と建設された建物のコンク

リート強度との違い、②設計に用いる RC 部材のせん断強度
とその平均的なせん断強度との違い、③設計に用いられる積

載荷重と実際の積載荷重との違い、である。また後述するよ

うに、上記の 3 点以外にも、④荷重速度による影響、⑤入力

損失効果についても考慮している。ここでは、①～⑤の建物

の余力を考慮したモデルを、余力考慮モデルと呼ぶこととす

る。 
まず、コンクリート強度については、既往の研究2）による

と、1981 年以前の京阪神地区の公共建物のコンクリート（設
計基準強度Fc=135kgf/cm2～180kgf/cm2）は、設計基準強度に

比べて圧縮強度試験の平均値は 5 割程度高いとされている。
愛知県の耐震診断データベースの内、本研究で対象となる 2

～4 階建ての校舎（1,039 棟）は 1981 年以前に竣工している。

そこで、実際に施工されたコンクリート強度は設計基準強度

に対して 5割程度高いと考えることとする。 
 次に、せん断耐力については、梁の場合、一般の設計では

(1)式を用いているが、この式は、実験結果の平均値ではなく
安全側に評価したものと考えられる。そこで、実験結果の平

均的な評価となるように、(1)式の第 1 項の係数 0.053 を

0.068とする。柱・壁についても同様の取り扱いとする。 
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最後に、積載荷重については、設計では指針1）に定められ

た値を用いているが、ここでは実情を反映した荷重として表

1に示す値を用いる。 

2.2 IS値と壁架構分担率の関係 

壁付ラーメン構造である張間方向では、壁と柱が混在して

いる。一般にIS値と、壁と柱の剛性や耐力分担率には相関が

あると考えられる。そこで、余力考慮モデルを用いて、張間

方向の耐震壁の枚数と建物階数をパラメータとして、別途耐

震診断を行い算定した強度指標（C値）と、壁架構の剛性・
耐力の分担率の関係を求めた（図 2）。図中には、最小二乗法

による回帰式も示してある。本研究では、ラーメンと壁の復

元力特性を別々に設定しているので、この回帰式を用いてIS

値から張間方向の壁と柱の分担率を算定している。 

2.3 IS値と建物の固有周期の関係 
  IS値と建物の固有周期には相関があることが示されている。

本研究では、名古屋市内の 67 棟の小学校を対象とした常時

微動計測結果1）を利用する。ただし、測定された固有周期は

建物頂部と基礎との水平フーリエスペクトル比から求められ

ており、基礎のロッキング振動の影響が除かれていない。そ

表 1 積載荷重の比較(N/m2) 
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(b)立面図(a)平面図 図 2 C値と壁架構分担率の関係



こで、ロッキング振動の影響が少ない桁行方向については、

最小IS値と実測 1 次固有周期の回帰式（図 3 左）を用いて固

有周期を算定する。一方、ロッキング振動の影響が大きい張

間方向については、余力考慮モデルにスウェイ・ロッキング

ばねを付けた地震応答解析モデルを作成し、耐震壁の枚数と

建物階数を変化させた解析を行い、最小IS値と建物の１次固

有周期の関係を求めた（図 3 右）。ここで、αは固有周期係
数α=T／h（T：建物の１次固有周期（sec）、h：建物高さ

（m））である。 

2.4 地震応答解析モデルの作成手順 
地震応答解析モデルは等価せん断型のスウェイ・ロッキン

グモデルを用いる。スウェイ・ロッキングばねには、半無限

一様地盤上の円形剛基礎の静的ばねと波動インピーダンスか

ら算定した減衰係数を用いる1）。 

 本研究の対象となる校舎は 1981 年以前に設計されており、
大変形時には耐力低下を起こす柱崩壊型の建物が主である。

そこで、既往の実験結果3）4）を基に耐力低下を考慮した復元

力特性を設定する。具体的には、図 4 に示すように、せん断
柱3）の崩壊点（終点）を層間変形角 1/29、層せん断力 0 の点

とし、第 2 折点（終局耐力時）と崩壊点を結ぶように第 3 勾
配を決定する。壁架構4）についても崩壊点を層間変形角 1/60、

層せん断力 0.3Quとし、第 2 折点と崩壊点を結んで第 3 勾配
を決定する。また、荷重速度による影響5）を考慮し、ここで

は終局耐力を 1.1倍とする。 
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表 2 に、地震応答解析モデルを作成するために設定した主

たる仮定条件を一覧にして示す。表に示したものの内、耐震

診断データベースより各建物個別に値を設定したのは、A：

延床面積、n：建物の階数、ISi：各階IS値である。また、表 3
に余力考慮モデルの復元力特性を示す。表 3 は、静的弾塑性
解析結果を高さ方向に平均したものである。 

地震応答解析モデルの具体的な作成手順は次の通りである。

①まず、耐震診断データベースの延床面積を用いて各階等面

積とし、各階の重量を算定する。②次に最小IS値から、図 3

の関係を用いて 1 次固有周期を算定する。③各階IS値から

（2）式および荷重速度による影響を考慮し、各階終局耐力

を算定する。また、耐力低下を考慮した復元力特性を用いる

ため、算定した終局耐力を第 2 折点の耐力（最大耐力）とす

る。 

Ci=各階IS値・(n+i)/(n+1)・{1/(F値・SD値・T値)} （2） 
Ci：i階の終局せん断力係数、i：当該階、n：建物階数 

④各階重量と 1 次固有周期から各階の初期剛性を算定する。
剛性の高さ方向分布は、各階の終局耐力分布と相似にする。

⑤次に静的弾塑性解析結果（表 3）に基づき、復元力特性を
作成する。この際に、終局耐力以降の耐力低下を考慮する。

⑥張間方向については、図 2 に示したC値と壁架構の剛性・

耐力分担率の関係を用いて、ラーメン架構と壁架構の復元力

特性を別々に作成する。履歴特性は、桁行方向は武田モデル、

張間方向のラーメン架構は武田モデル、同・壁架構は原点指

向モデルとする。なお、C値は(2)式に各階IS値と仮定F値（1.0、

極脆性柱が存在する場合は 0.8）を用いて算定する。地震応
答解析に用いる上部構造の減衰は、上部構造の剛性が負の領

域を含むため、減衰が負にならないように初期剛性比例型減

衰（基礎固定時の 1 次固有振動数に対して 3%）とする3）。

また、建物の大破までの大きな変形を扱うので、本来はP－

Δ効果を考慮した解析が必要だが、P－Δ効果を含む実験結

果3）を基に復元力を設定したため、これを考慮しない。 

 以上の仮定に基づき、愛知県の耐震診断データベースに含

まれる 2～4 階建て校舎 1,039 棟を対象として、1,039 棟×2

方向=2,078 種類の地震応答解析モデルを作成し、地震応答解
析を行う。 

3. まとめ 
本報告では愛知県の耐震診断データベースを利用して、実

被害と整合することを目的とした、典型的な低層 RC 造校舎

の地震応答解析モデルを作成した。なお参考文献は、まとめ

て（その 2）で示す。 
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余力考

表 3 地震応答解析に
用いる復元力特性

算定するもの 用いる仮定・算定式 必要な仮定値 本論で用いた値

各階の階高 (h i )
その他の階の階高 (h 1)

1階階高 (h 0)
3.65 m
3.85 m

各階床面積 (A i ) A i =A /n 延床面積 (A )、階数 (n) 各建物別に設定

建物の長辺の長さ (B L ) B L =A i /C L 建物の短辺の長さ (C L ) 9.545 m

各階重量 (W i )
W i =A i・W R

W i =A i・W C

屋上階の平均重量 (W R )
その他の階の平均重量 (W C )

9.5 kN/m2

10.8 kN/m2

各階の終局耐力 (Q ui )
（第2折点耐力）

Q ui =ΣW i ・I Si

・(n +i )/(n +1)
/(F i ・S D ・TT)

S D値 (S D )
T値 (TT )

各階F値 (F i )
各階 I S値 (I Si )

0.93
0.99

1.0または0.8
各建物別に設定

各階の第1折点耐力 (Q 1i ) Q 1i =Q ui ・Q 1/Q 3 Q 1/Q 3 表3
建物の1次固有周期 (T 1) T 1=α・h 固有周期係数α 図3

各階の初期剛性 (K 1i )
初期剛性の高さ方向
分布は各階の終局耐
力分布に相似

建物の1次固有周期 (T 1)
各階重量 (W i )

各階の第2剛性 (K 2i ) K 2i =K 1i ・K 2/K 1 K 2/K 1 表3

表 2 本研究で用いた仮定値 

図 4 耐力低下を考慮した復元力特性 
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